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まえ が き

寄生虫絶滅対策としては集団駆虫が最も効果的である

が，同時に再感染防止のために感染源としての虫卵又は

仔虫を殺滅して環境の汚染を防ぐことが望ましい．農村

地域において腸管寄生虫陽性率が或る水準を保っている

のは，特定の陽性者が毎回継続的に検出されるからでは

なく，陽性者はかなり自然陰転を起し，その代引こ新

しく感染した陽性者が現われて，その地区の陽性率を維

持していると予想される．著者らは第1 報（久津見ら，1966

）において，殺卵剤の投入によって鉤虫感染を阻ま

したことを報告したが，その際に上記の如き推定が実際

に行なわれていることを知った．

そこで次の閤題として，駆虫を行なわずに，ただ感染

者の出現を阻止するならば，陽転者の減少と同時に陰転

者の出現によって寄生虫陽性率は次第に低下してゆくこ

とが考えられる．

今回は鞭虫蔓延地区において殺卵剤による感染阻止効

果を調べたが，処理地区においては著しい感染阻止が認

められると同時に，かなりの陰転者が現れ，鞭虫陽性率

は次第に低下する結果が得られ，上記の推定を実証する

ことができた．以下にその結果を述べる．

調査対象および実施方法

1．実施地区

東京都西多摩郡檜原村において実施した．檜原村は東

京都の最西端にあり，東西20　km，　南北12　km　の広さで

秋川沿いの山村であ る（第1 図）．総人口は約5 ，000人

（516 ）

健　 治

第1 ㈲　実験地区の略図

●処理地区（左から上川乗，下川乗，出畑）

○無処理地区（左から大沢，白倉，中里）

で，部落人口100 ～200 名の30 部落 が点在する．住民は

主として林業及び農業に従事している．気温は年間平均12

～20 °Cで，最高は9 月 の30 ～35°C， 最低は1 月にお

ける－5 °C であり，年間雨量は250 ～300　mm　で四季を

通じて多い．

調査を実施した部落は6 部落で，隣接する出畑，上川

乗，下川乗の3 部落（480 名）を殺卵剤による 処理地区

とし，中里，白倉，大沢の隣接3 部落（398 名）を 無処

理地区とした．なお，同一部落において蛔虫感染阻止効

果を調べたが，これについては第3 報において述べる．2

．殺卵剤とその投入方法

殺卵剤は第1 報 と同一薬剤で， サイアベンダソール



〔2べ4’thiazolyl〕－benzimidazole，　Merck　Sharp　＆　Dohme

社製］の水溶性粉末（Lot　N0．　46　RTS　54）を用いた．

これは1g 中に有効成分350　mg　を含有する．

殺卵剤の投入に先立ち，予備調査によって決定した処

理地区，無処理地区ともに各戸の屎尿貯溜量と含有する

鞭虫卵と蛔虫卵の生存率（培養法による仔虫形成率）を

調べた． 屎尿貯溜量 は200 ～400　Z　が全体 の65 ％ で，500

～800　X　は23 ％，それ以上は12 ％であった．鞭虫卵

生存率は30 ～70　％，蛔虫卵生存率は35 ～95 ％であった．

第1 回目の投入は1964 年6 月に 行 なっ た が，屎尿100

Z　に対しサイアベンダソールを5g （粉末として15g ）

の割合に投入し，作用濃度は50　ppm　とした．この作用

濃度は鞭虫卵に対する最小有効濃度の3 ．12　ppm，　及び蛔

虫卵に対する最小有効濃度 の25　ppm　（いずれも15 ゜C，7

日作用：久津見，　1964　b，　1965） より高い 濃度で，完

全な殺卵効果が期待出来る．この際の殺卵効果について

は既に報告した（久津見，　1965）． 第1 回 投入によって

処理した屎尿は次回までに出来るだけ汲出して施肥せし

め，貯溜量を減少させた．

第2 回投入は同様に50　ppm　の濃度で投入し，第3 回

からは各部落衛生委員に分担させ，屎尿100　／　につき少

なくともlg （粉末として3g ），作用濃度として10　ppra

以上 になるよう投入させた．これは蛔虫卵を対象とした

長期間作用の濃度で，鞭虫卵に対する必要濃度よりかな

り高い．薬剤は一且1Z 以上の水に溶かし て か ら 投入

した．投入前後には屎尿を充分に攪拌し，以後7 日間1

卩1 回攪拌させた．

殺卵剤の投入は1964 年6 月 か ら1966 年3 月 ま で の22

ヵ月間毎月1 回行なった．なお，こ の 期間中2 ～3

ヵ月毎に屎尿の一部を汲取って含有虫卵を培養し，虫卵

はすべて死滅していることを確かめた．無処理地区での

虫卵生存率は常時50 ％以上であった．

3 ．鞭虫陽性者の検出方法

陽性者の 検出は セロファン 厚層塗抹標本（便量60 ～70

mg ）　1枚 による虫卵検査で行ない，検査は4 ヵ月間

隔で6 回行なった．第1 回は1964 年7 月 ，以後は 同年11

月 ，　1965年3 月，7 月 ，11 月 ，　1966年3 月である．4

．疫学的調査

各戸別の調査用紙に家族全員の職業，畑への立入り，

畑の有無と作物，野菜の購入，屎尿の処理方法を記入さ

せて資料とした．すべての調査結果は個人別のパンチカ

ードに記入して，これによって結果を整理した．
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処理地区と無処理地区の疫学的共通性

前報と同様に殺卵剤の感染阻止効果の判定は，処理・

無処理両地区の住民の新感染率（以下陽転率とする）の

差によって求めた．従って陽転率に影響を与える諸条件

は，両地区で同一であることが必要である．また地区全

員の検査は不可能なので，その一部をサンプルとして調

査したので，これが地区全員を代表することも検討しな

ければならない．

1 ．地区全員と検査対象

処理地区において継続的に検査した対象は第1 表の通

第1 表　実験地区の全員に対する検査対象の

人数と性別

調査項目

地区の全員
検 杳 人 数

地区　男
乙
は

処理地区480

403（84 ．0）240

（50 ．0）240
（50 ．0）

無 処 理 地 区

398
329
－

204
194

（82 7 ）

（51．3）
（48．7）

り403 名で全員の84 ％であり，無処理地区では329 名

で83 ％である．男女の比率は両地区とも全員及び 検査

対象においてほぼ同数である．以上の結果から検査対象

は地区全員を代表するものと見倣した．

2 ．検査対象の年令構成と畑立入り頻度，及び各戸の

野菜購入状況

第2 図に示す如く両地区住民の年令構成は殆んど一致

しており，未成年者（O ～19才）の比率は処理地区41 ．2

％，無処理地区41 ．0％で一致する．畑立入り頻度を常

時立入る，時々立入る，立入らない，に分けると，処理地

区では16 ．4％，　26．6％，　57．0％，無処理地区では11 ．6

％，　30．7％，　57．7％であり，立入る機会のある者は両

地区とも43 ％で等しい．

各戸の野菜購入状況は，両地区において殆んど差がな

い．

3 ．第1 回検査による鞭虫陽性率

第1 回検査による鞭虫陽性率を年令別，性別にみると

第2 表の如くで，処理地区（65．0％）では無処理地区

（45．5％）より陽性率が高い，性別の陽性率は両地区とも

差はない．年令別にみると両地区とも30 才以上におい

て陽性率が増加する傾向がある．なお，処理地区の鞭虫

陽性率が高いことは，そこで得られた感染阻止効果の信

（517 ）
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第2 表　年齢別及び性別の鞭虫陽性率

（第1 回 検査）

年 齢 ・ 性

O～910
～1920

～2930
～3940

～4950
～5960
～6970
～

計

男
女

処 理 地 区

検査数　陽性者

74　33 （44 ．6）92
61 　（66 ．3）23
12（52 ．2）53
36（67 ．9）64
41（64 ．1）38
31（81 ．6）34
27（79 ．4）25
21（84 ．0）

403 262（65．0）

193　121（62．7）210
141（67．1）

無処理地区

検査数　陽性者

53　19 （35 ．8）82
33（40 ．2）24
9（37 ．5）

池　16 （50 ．0）51

30（58．8）44
22（50．0）24
11（45．8）19
10（52．6）

329

－

164
165

150（45．6）

－

71（43．3）79
（40 ．9）

頼性を高めるものである．

以上の調査によって，両地区は疫学的にかなりの共通

性をもっていることが明らかとなった．

（518　j

鞭虫感染阻止効果の判定時期

殺卵剤によって屎尿中虫卵の殺滅を開始しても，直ち

に虫卵による環境の汚染がなくなることは 期待 で き な

い．その理由は殺卵剤使用以前に既に環境に撒布されて

いる虫卵が感染源として存在するからである．そこで虫

卵殺滅開始後の陽転率を調査する時期については，次の・

如き仮説に基づいてこれを決定した．

野外における虫卵の生存・死滅を推定すると第3 表の

如くである．処理地区では虫卵殺滅を開始した以後は，

陽性者の排出する一定数の虫卵はすべて死滅して感染源

とはならない．一方，既に存在している虫卵は次第に死

滅してゆくので，そ の生存期間を10 ヵ月 とす れ ば，1965

年4 月 に至って処理地区には生存卵は認め ら れ た

いことになる．これに反して無処理地区では既に存在し

ている虫卵は次第に死滅するが，陽性者の排出する一定

数の虫卵はすべて生存したまま撒布されることになる．

以上の推定によれば，両地区における生存卵数に差が

生じて，これに基づいて陽転者の出現率に差を生じてく

るのは1965 年 の3 ～4 月以降 である．鞭虫が感染して

から虫卵を排出する迄の期間を3 ヵ月とすれば（Faust

＆　Russell，　1964），　1965年7 月 の検査において初めて両

地区の陽転率に差が生ずることになる．

今回はこのような仮説のもとに陽転率の調査を第1 期

（処理期間の 前半10 ヵ月）と 第H 期（後半12 ヵ月）に

分けて検討し，第H 期 の陽転率によって殺卵剤の効果を

判定することにした．

殺卵剤投入の鞭虫感染阻止効果

1 ．検査時期別の鞭虫陽性者

陽性者数及び陽性率を検査時期別にみると第4 表 の通

りで，無処理地区では殆んど差がない．処理地区は第H

期において次第に減少していることが認められ，最終的

には当初から18 ％減少した．

2 ．検査時期別の鞭虫陽転者

陽転のうちには第1 回検査における陰性者の陽転と，

陽性であった者が一且陰転して再び陽転した場合がある

ので，これを区別して第5 表 に示した．この際，陰転者

とは連続2 回の検査時期において陰性が継続しているも

のを陰転者とした．途中1 回 のみ陰性であったものが少

数あったが，前後の検査による検出虫卵数からみて検査

法の誤差であることを確かめて陰転としなかった．

まず無処理地区の陽転者についてみると，第1 期 の51
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第

I

期

第

H

期

第

I

期

第

H

期

第3 表　 殺 卵 剤投 入 開始 後 の 西 地区 の 野 外 生 存 虫 卵 量 の 推 定 値

実 験 期 間

1964 年

1965 年

1966 年

6
7
8
9
10
n

12

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

n

12

1

2

3

処理地区の生存卵

月

月 △

月

月

月

月 ※

月

月

月

月 ※

月
月

月
月※
月
月

月
月※
月
月
月

月※

処理前　　 処理後　合計

からの
生存卵
－

10E
9E

8E

7E

6E

5E

4E

3E

2E

E

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

の生存
卵

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

10E

9E

8E

7E

6E

5E

4E

3E

2E

E

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

無処 理地区の生存卵

実験前

からの
生存卵

毎月
追加
生存卵

10E

9E

8E

7E

6E

5E

4E

3E

2E

E

0
0
0
0
0
0

00

0
0
0
0

E

E

E

E

E

E

E

E

E

E

E

E

E

E

E

E

E

E

E

E

E

蓄　積
生存卵　合計

E

2E

3E

4E

5E

6E

7E

8E

9E

9E

9E

9E

9E

9E

9E

9E

9E

9E

9E

9E

△は第1 回検査時期　※は陽転率の検査時期

数字は生存卵量で10E は1 ヵ月に撒布される虫卵量（E ）の10 ヵ月分を表わす．

第4 表　検査時期別の鞭虫陽性者数

鞭虫陽性者数（％）

検 査 時 期

1964年7 月1964
n

1965　3

1965
1965
1966

7

n

3

処理地区
（サ ） 贊 以内9 ）

150（45 ．6）134
（40 ．7）151
（45 ．9）149

（45 ．3）134
（40 ．7）140
（42 ．6）

名に対して第n 期には75 名で 増加しているが，処理地

区では54 名から28 名に減少し，両地区に著しい差を生

じた（P ＜0 ．001）．

次に初めの陰性者に限り第1 期と第皿期の陽転率を比

べてみた．第6 表に 示 す よ うに， 無処理地区の96 名

（53 ．6％）の陽転者のうち，第1 期に陽転したものは51

名（28 ．5％），第u 期に陽転したものは45 名（25 ．1％）

で時期別には差がない．ところが処理地区の69 名（49 ．0

％）の陽転者では，第1 期54 名（38 ．4％），第n 期15 名

10E
10E
10E
10E
10E
10E
10E
10E
10E
10E

10E
10E
10E
10E
10E

10E
10E
10E

10E
10E
10E
10E

第5 表　検査時期別の鞭虫陽転者の内訳

検 査時 期

処理地区
－
陰性者 陰転者

からの　からの
陽転　 陽転

1964 年7 月
第1964　n
1　1965　3
期

第

H

期

計

一1965
1965　1
1966

計

総　計

7

1

3

－

18

36

54

8

7

0

15
－

69

0

0

0

2

8

3

計

一

18

36

54

10

15

3

13　　28

13　82

45

無処理地区

陰性者 陰転者
からの からの
陽転　 陽転

－
23

28

一

〇

〇

51
0

20
13
12

計

45
－

9G

一
23
28
－
51

12　32

6　19

12　　24

30　　75

30　126

陰性者とは第1 回検査における虫卵陰性者

陰転者とは第1 回 検査は虫卵陽性で途中陰転し

たもの（以下同様）

（10．6％）であって， 第H 期には1／4に低下しており，

両地区の差は著しい（P ＜0．001）．両地区の第1 期の陽

転率の差は初めの地区の陽性率に起因すると思われる．
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地　 区

処 理 地 区
無処理地区

第G 表　陰性者の時期別陽転率

陰性者
総　数

141

179

陽転者
総　数

69（49．0）96
（53．6）

時 期別 の 陽 転 者

第1 期

54（38．4）51
（28．5）

第H 期15

（10．6）45
（25．1）

第7 表　 第H 期 に お け る 陽 転 者 の内 訳

地　 区

処 理 地 区

無処理地区

陰性者 陽転
総　数 総，

者
数

224　28

256　75

（12．4）
（29．3）

陰性者か

らの陽転

検査
数

141　15

179　45

陽転
者

陰転者か
らの陽転

検査
数
陽転
者

（10．6）　83　13（15．6）
（25．1）　77　30（39．0）

さらに第n 期の陽転率をみると，第7 表のごとく処理

地区の陽転者は28 名（12 ．4％）であるが，無処理地区

では75 名（29 ．3％）であって，両地区の 陽転率は明ら

かに差を生じている（P く0 ．001）．この差は陰性者から

の陽転と，陰転者からの陽転に分けて調べても認められ

る．第H 期 は殺卵剤による感染阻止効果が現れる時期で

あるという仮説は，これによって実証される．

3 ．検査時期別の陰転率

今回検出された陰転者の一部には，その感染濃度が低

い ために「みかけの陰転」を起したものも含まれている

と考えられる．しかし今回は感染濃度の低下を観察する

ために，陰転とみかけの陰転という2 つの現象をまとめ

て処理した．

第1 回検査の陽性者についてみると，第8 表に示す通

第8 表　陽性者の時期別陰転率

地　 区

処 理 地 区
無処理地区

陽性者
総　数

陰転者
総　数

262　104（39．7）150
84（56．0）

時期別の陰転者
一

第1 期　　 第H 期

27

44

（10

（29

3 ）2

）

77（29 ．4）40
（26 ．7）

第9 表　 第n 期 に お け る 陰 転 者 の 内 訳

地　 区

処 理 地 区
無処理地区

陽性者 陰転者
総 数 総 数

訃｜生者か

らの陰転

検査　陰転
数　　 者

陽転者か

らの陰転

検査　陰転
数　　 者

344　123（35．3）　262　77（29．4）　82　46（56．0）270
86（31．9）　150　40（26．7）126　46（36．5）

（520 ）

り無処理地区では84 名（56 ．0％）で，第1 期 には44 名

（29．2％），第H 期 には40 名（26 ．7％）で時期別には殆

んど差がない．これに対して処理地区では104 名（39 ．7

％）の陰転者のうち，第1 期 には27 名（10 ．3％ ）であ

ったが第n 期 には77 名（29 ．4％）が陰転し，約3 倍の

陰転率の増加を示し，両地区の差は著しい（P ＞o。001）．

両地区の第1 期 における陰転率の差は，初めの地区の陽

性率に起囚すると推定される．

さらに第n 期 における陰転率をみると，第9 表の如く

両地区の陰転者は123 名（35 ．3％），　86名（31 ．9％）で

殆んど差はない．そこでこれらの陰転者を区別して，初

めの陽性者についてみると処理地区77 名（29 ．4％），無

処理地区40 名（26 ．7％）で差は認められない．ところ

が新たに陽転した者について陰転率を調べると，処理地

区46 名（56 ．0％），無処理地区46 名（36 ．5％）であっ

て処理地区に多くの陰転が認められた（P ＜0 ．01）．

初めの陽性者にくらべると，新たに陽転した者の感染

濃度は低く，その陰転率ないしみかけの陰転は高くなる

と予想されるが，両地区においてこの 頏向か認め ら れ

る．

処理地区の陽転者が他よりも軽感染であっ た と すれ

ば，これは殺卵剤投入によって地区の生存虫卵濃度が稀

薄になったためであろう．

4 ．陽転者の陽性継続期間

前項で陽転者は比較的軽感染であろうと推定したが，

さらに陽転者の陽性継続期間を両地区で比較して，その

感染濃度の差を推定した．この場合に966 年3 月 の陽転

者（処理地区3 名 ，無処理地区24 名）は陰転を確認して

ないので除外し，　1965 年11 月 までの 陽転者（処理地区79

名 ，無処理地区102 名について調べた．

第10 表の如く，陽転者を4 ～8 ヵ月後に 陰転した者

（次回及び次々回の検査で陰転）と8 ヵ月以上陽性を継続

した者に分けたが，第1 期 の陽転者は 両地区と も50 ％

ずっであった．ところが第Ⅱ期の陽転者では，無処理地

区では8 ヵ月後には陰転してい た も の は51 名中22 名

（43 ．1％）で，8 ヵ月以上陽性であったものは29 名（56 ．9

％）で後者がやや多い．これに対して処理地区 で は25

名中前者の18 名（72 ．0％）に対し後者は7 名（28．0％）で

遙かに少なく，両地区では明らかに差が認められる（P

＜0 ．02）．

以上の結果から，処理地区の陽転者は無処理地区の陽

転者にくらべ，陰転乃至みかけの陰転を起こす率が高い

と同時にその現象が認められる時期にも差があることが



第10 表　陽転者の陽性継続期間
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地　 区

処 理 地 区

無処理地区

検査数

54

51

第Ⅱ期の陽転者のうち，

無処理地区24 名）．

第1 期の陽転者

4 ～8 ヵ月　　8 ヵ月以上
で陰転

27（50．0）25
（49．0）

陽性

27（50．026
（51．0

検 査数

25

51

第n 期の陽転者4

～8 ヵ月
で陰転

18（72．0）
22（43．1）

1966 年3 月陽転者は陰転を観察できないので除外した

分った．

実施地区における鞭虫感染様式と陽転者

の疫学的検討

寄生虫の感染は住民の生活様式や自然環境と密接な関

係があ ‰ その環境に応じた寄生虫感染様式があると予

想される．今回は殺卵剤によって鞭虫の感染阻止を行な

っだので，その効果がどのような形で現れているのかを

知る必要がある．そこで主として陽転者を対象としてそ

の出現機序を調べ，これによって地区の鞭虫感染様式と

殺卵剤の効果の発現様式を検討した．

1 ．野菜の購入と陽転率

第n 表において，各戸を野菜の購入程度によっ て 分

第n 表　野菜購入で分けた各戸の家族の陽転率

野菜の購入

自 家 生 産
少 し 買 う

全 部 買 う

｝

買う・合計

処理地区
一

検査数　陽転者

206

181

16

197

40（19 ．4）36

（19 ．9）6

（37 ．5）42

（21 ．3）

無処理地区

検査数　陽転者

196

123

10

133

71（36 ．2）47

（38 ．2）4

（40 ．0）51

（38 ．3）

け，その家族について陽転率を示した．処理地区では野

菜を自家生産する家族の 陽転率は19 ，4％で，多少でも

購入する家族の陽転率19 ．9％ と等しい． 野菜をすべて

購入する例は少数なので，購入群両者をまとめると21 ．3

％であって，野菜を購入することが鞭虫感染を起こすこ

とにはならない．無処理地区でも自家生産群は36 ．2％，

購入群は38 ．3％の陽転率で差は認められ な い．

2 ．畑への立入りと陽転率

野菜の購入によって陽転する可能性は否定されたので

感染は地区内で起こると仮定し，畑への立入り頻度と陽

転率との関係を調べた．まづ，第1 回検査の陽性者につ

いて，畑立入りとの 関係を求めてみた．第12 表による

と畑へ常時立入りが僅かに陽性率を増加させるとことを

8 ヵ月以上
陽性

7（28 ．0）29
（56 ．9）

（処理地区3 名，

第12 表　畑への立入りと陽性率及び陽転率の関係

処
理

地
区

無地
処
理区

常時立入る
時々立入る
立入らない
計

常時立入る
時々立入る
立入らない
計

11区

医員

－66107230403

38

101

190

329

第1 回 検査

の陽性者

47（7175
（70140
（60262
（65

2 ）1

）9

）O

）

21（55．3）56
（55 ．4）73
（38 ．4）150
（45 ．6）

陽転者

17
20
45
82

17

38

67

122

認めたが，他との有意差はない．

次に陽転率との関係であるが，地区全員が陰性者では

ないので百分率の表示は困難であり，従って第3 図 の如

く分布の型によって表現した，

㎜ 常時立入3 匝コ時？ヱ［入る　口 立入られ］

頻

度

：1

丶ノ

翦r 離 ；ド “ ゛　lr　jlU ゛ ゛

衂理偬已　　　　　　　　匍匐理地区

第3 図　地区全員，第1 回 検査陽性者，

陽転者の畑立入り頻度別分布

いま，或る母集団について任意の因子ABc につい

ての分布を調べたとする．次にその母集団から一定数を

無作為に抽出したとすれば，因子ABc につい て の分

布は母集団における分布と一致する筈である．この例は

第3 図において明瞭に認められる．

即ち，畑へ常時立入る，時々立入る，立入らない，と

（521 ）
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第4 図　全員，陽性者及び陽転者の年齢分布

いう因子別の分布は，地区全員（母集団）においても，

陽性者と陽転者においても殆んど一致している．従って

第1 回検査で陽性者であったものも，その後の陽転者も

全住民から全く無作為に抽出されたことになり，これは

鞭虫の感染が地区住民に対して無作為に行なわれたこと

を示している．畑立入りが感染の主要な原因となるなら

ば，陽転者のうち畑へ立入るものの比率が最も大きくな

る筈であるが，これは認められない ．

上記の結果から，鞭虫感染は畑立入りに影響されず，

住民の感染の機会は平等であることが証明される．とく

に感染に対する攪乱因子（殺卵剤の投入）を含まない無

処理地区では，この事実が明瞭である．

3 ．住民の年令と陽転率

鞭虫感染の因子として予想される野菜の購入及び畑へ

（522 ）

の立入りは，いづれも否定されたので，次に年令と陽転

率の関係を調べた．この場合も前項と同様に分布の型に

よって表現し第4 図に示した．

図によれば，全住民の年令分布と陽性者及び陽転者の

年令分布は地区ごとに一致している．以上のことは鞭虫

感染の機会は年令と無関係に住民に対してほぼ均等であ

ることを示す．

4 ．鞭虫感染様式と殺卵剤の効果

実施地区の鞭虫感染には特定の様式がなく，住民の感

染の機会は平等であることが分った．このことに基いて

考えると，この地区の鞭虫感染は「排出された虫卵によ

る地区全体の汚染」に起因することになる．従って感染

阻止の立場からみると，その予防対策は「地区全体の汚

染を防ぐ」ことに帰結する．

一方，殺卵剤は住民の排出する虫卵を殺滅して，「虫

卵による地区全体の汚染を防ぐ」ことを重要な目標とし

ているので，今回の処理地区の予防対策として殺卵剤を

使用したことは有意義である．実際に処理地区において

は陽転率は明らかに低下し，殺卵剤使用の当初の目的は

達成された．

考　 察

著者らは第1 報において，鉤虫蔓延地区において処理

地区全戸の屎尿槽に殺卵剤を投入した結果を報告し，無

処理地区の鉤虫陽転率と比べた場合，1 ）処理地区では

起りうる陽転を50 ％ 阻止したこと，2 ）鉤虫感染阻止

効果は，家庭単位にみると陽性者が既にいる群，畑を所

有する群 ，屎尿を直接畑へ撒く群など，感染源と感染の

場をもった群に著しいこと，3 ）未成年者は畑立入りの

機会が少ないので，陽転率調査の対象とすることは不適

当であること，などの点を述べた（久津見ら，　1966）．

以上の点から，殺卵剤の効果は単に陽転数や処理前後

の陽性率で表現するのみでは充分でなく，その地区の寄

生虫感染の疫学的調査を参考にして結果を解析しなけれ

ばならないことが明らかとなった．

そこで今回の鞭虫感染阻止効果の判定においても，い

くつかの疫学的調査に基づいて考察した．

1 ．処理地区と無処理地区の疫学的調査

鞭虫感染阻止効果は地区の陽転率の比較で行なわれる

ので，両地区の疫学的条件は一致することが望ましい．

まづ検査対象についてみると，両地区とも住民の83 ～84

％を対象としており，全住民を代表するものと見倣され

る．また検査対象は男女比，年令構成，畑立入 り， 性



別・年令別陽性率についても両地区で差がない．このよ

うな点は従来の報告（佐々ら，　1958　b，　1960　a；　谷川ら，1958

；　鋤柄，　1960）と殆んど変らない．但し，第1 回検

査による陽性率は実施前の予備調査で得た結果と同様に

処理地区65 　％，無処理地区45 ．6％であった．初めの陽

性 率は以後の陽転率に影響する最大の要因であるから，

両地区の陽性率は等しいことが望ましい．しかし地区に

よって差があったので，殺卵剤の効果判定の信頼性を確

保するために，陽性率の高い地区を処理地区とした．2

．感染阻止効果判定の時期

殺卵剤の投入を開始したあとの陽転のうちには，第3

表 に示す如く実験開始前から野外に存在していた虫卵に

起因するものがある．そこで「殺卵剤による処理地区で

は，既に存在していた虫卵が自然死滅したのちの陽転率

のみが，殺卵剤の効果を示す 資料となる」とい う仮説

（久津見ら，　1966）に基づいて結果を解析した．

鞭虫卵の 自然死滅期間は，これを 蛔虫卵と同様の約10

ヵ月（小宮，　1959　；　佐々ら，　1960　b）と仮定して，殺

卵剤投入開始後の 工O力月を第1 期 ，n ～22 ヵ月 間を第H

期とし，その期間内の陽転率を区別することにした．

その 結果， 第1 期における 処理地区の 陽転率をみると

明らかに地区のはじめの陽性率（実際には感染濃度なら

びに存在する虫卵濃度）に影響されていることが分った

が，同時に第H 期 には殺卵剤の効果が発揮されて陽転率

は低下したことを見出した．

従って殺卵剤の感染阻止効果の判定に際しては，投入

開始後一定期間毎に検査を 継続し， 少なくとも10 ヵ月

以上経ってからの陽転率を資料とすること が必要 で あ

り，それ以前の陽転率は判定の資料とすることは困難で

あると結論することが出来る．

3 ．自然陰転者の取扱い

今回は陰転者のうち継続して陰性である率は処理地区

でみると84 ．4％　（70／83）で ある（第7 表）．従って陰転

者 が陽転する串は15 ．6％　（13／80）で あるが，これは同

一時期の陰性者からの陽転率10 ．6％　（15 ／141）とくらべ

て異常に高くはない．もし陰転者がみかけの陰転であれ

ば，以後に陽転する率はかなり高い筈である．なお，鞭

虫の雌1 匹寄生によ る排卵数は1 日5 ，000～7，000とす

ると（大島，　1965）， セロファン厚層塗抹標本1 枚中 の

虫卵数は2 ～3 コと推定され，虫卵数が少ないために検

出されない場合もあると思われる．従って陰転者の一部

には陽性者であるが虫卵が検出されないために陰転と見

倣されるものも存在するであろうと想像される．但し，

（523 ）
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今回はこれについて特に検討は行なわなかった．

そこで今回の陰転率をみると，第1 期では初めの地区

陽性率に影響され，陽性率が高い場合（恐らく感染濃度

が高く，みかけの陰転が少ないため）は陰転率が低い．

しかし第H 期には処理地区で明らかに増加している．即

ち第1 回 検査の陽性者は第1 期10 ．3％　（27 ／262）が陰転

し，第H 期 には29 ．4％　（77 ／262）が陰転している．さら

に第I ，　II期 の陽転者では56 ．0％　（46 ／82）が陰転して

いるが，これはみかけの陰転を考慮する必要があろう．

無処理地区では上記の順に29 ．2％　（44 ／150），　26．7％

（40／150），　36．5％　（46／126）であって，時期別の差はな

く僅かに処理地区と同様に陽転者の陰転率が高い．

処理地区ではさきの陽転率の低下と同時に陰転率の増

加で，地区の陽性率は当初の65 ．0％から20 ヵ月後には47

．1％に低下した． これに対して 無処理地区では 陽転

率と陰転率は時期別にほぼ一定で，その陽性率も当初の45

．6％と最終の42 ．6％ で殆んど変化がない．

4 ．鞭虫陽性者の蛔虫駆虫剤服用について

前項の陰転率の調査にあたって今回は次の点を考慮し

た．即ち鞭虫陽性者のうち同時に蛔虫陽性者であるもの

は，第1 期 と第H 期の 中間にあたる1965 年4 月 に蛔虫

駆虫剤（サントニン・カイニン酸合剤）を服用している

ので，これによる鞭虫の陰転が問題となる．

第13 表には駆虫剤服用者と非服用者の 陰転率（駆虫1

ヵ月後の調査）を示した．処理地区は駆虫を行なったA

地 区（出畑・上川乗の2 部 落）と駆虫を行なわないB

地 区（下川乗）に分かれるが，無処理地区はすべて駆虫

を行なった．

この結果からみると， 駆虫剤服用者 の 陰転率14 ．5％

は非服用者の16 ．3％ と差がなく， 地区別ではむしろや

や低い．これは蛔虫を同時に保有するものは，鞭虫陽性

者の中でも鞭虫の感染濃度が高いからではないかと考え

られるが検証はしていない．いづれにせよ鞭虫陽性者は

蛔虫駆虫剤の服用で陰転せず，その陰転は非服用者と同

様の自然陰転乃至みかけの陰転と見倣される．

さきに第1 期 の自然陰転率は，その地区の初めの陽性

率に影響されると述べたが，表に見られる如くこれは明

らかに陽性率と反比例している．

5 ．寄生虫感染様式と感染阻止効果の判定

殺卵剤による感染阻止は寄生虫の生活環を外部からの

作用によって切断することを意味しているので，その地

区の寄生虫固有の感染様式のどの部分に効果的に作用し

たかを推定する必要がある．
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第
I
期

第

H

期

地　 区

処理A 地区
処理B 地区
無処理地区

合計

検 査 時 期

1964 年1964

年1965
年1965

年1965
年1966
年

7 月n

月3

月

－

7 月11

月3

月

第13 表　 鞭虫陽性者に対する蛔虫駆虫剤投与の影響

服薬者

検査数　　陰転者37

4（10．8）39

7（19．4）

一一

76　　11 （14．5）

非服薬者

検査数　　 陰転者132

20（15．3）n5
11（　9．6）115
28（24．3）362

59（16 ．3）

検査数

－

169n5

154

合計

第14 表　 無 処 理 地 区 にお け る各 種 調 査 結 果 の 時 期 別 恒 常 性

陽性者（％）

150（45．134
（40 ．151
（45 ．

6 ）7

）9

）

3 ）7

）6

）

陽 転 者　 陽 性 率

疝

UI

51
／179
（28．5）

75
／256
（29．3）

＊　1966年3 月の陽転者24 名は陰転を観察してないので除外

第1 の問題として各戸の野菜の購入状況を検討した．

この地区では多少とも野菜を 購入する 家は約50 ％で，

もし購入した野菜に虫卵が附着していて主な感染源にな

っているならば，屎尿中鞭虫卵の殺滅による感染阻止は

期待できない．

ところが今回の結果では，自家生産群と購入ナる群で

は陽転率に差を生じない（第10 表）．そこでこの地区の

主な感染源は他から持込まれる虫卵であることは否定さ

れる．すなわち，この地区では陽性者が排出する虫卵が

地区に定着し，地区に居住するものに対する感染源とな

ることが予想され，住民は鞭虫感染の立場からみて，い

わゆる 匚封鎖的地域社会集団」に属することになる．小

宮（1959 ）はこのタイプは「純農村型」であって，「他

との交通の稀な離れ島における社会集団もこれに近似す

る」と述べているが，これは陸の孤島と呼ばれる僻地を

も意味することになろう．

今回の対象地区は秋川両側に2 本 の道路をもっが，そ

れは隣接町村へは通じない行き止りである．また唯一の

交通機関であるバスは全村の一部にしか入り得ず，交通

は極めて不便である．以上の地形的状態からみて，この

地区の寄生虫感染様式は「純農村型」とみて差支えない

であろう．

（524 ）

陽転者の
性継続期8

ヵ月
以内

25
（49．0）

22
（43．1）

陽 ＊

間

8 ヵ月
以上

26

（51 ．0）

29
（56．9）

陰転者

－
24（14．2）11
（　9．6）35
（22．7）

第1 回検
査の
陽性率60

．6％72
．0％45
．6　％

陽性者と
陽転者

からの
陰転　　 陰転率

迎

ヨ

50
／150
（33．3）

86／270
（31．9）

このように感染源が地区内にある場合は，殺卵剤によ

る感染阻止効果は最も有効に発揮される筈であり，今回

の結果はこれを証明している．

第2 の問題としては，感染が地区内で起るとすれば住

民の年令や生活様式との関係が予想される．しかし第4

図 に示したように，第1 回検査の陽性者も，その後の陽

転者も住民から全く無作為に選ばれており， 年令，性

別，畑への立入りは感染の要因となっていないようであ

る．一般に鞭虫陽性率は年令，性別にみて差がないこと

は多くの報告で知られているが（谷川ら，　1958　；　佐々ら1958

b，　1960　a　；　伊藤ら，　1966　；　神田ら，　1966），これは

陽性率が異なる地区でも認められている．

とくに今回と同様に野菜の購入調査を行なった例とし

て，鋤柄（1960 ，　a，　b）が長野県飯田， 下伊那地方で行

なった報告がある． 即ち19 地 区5 ，500名 の 平均鞭虫陽

性率は19 ．3％　（最高33 　％，最低10 ％）で，男18 ．7％ ，

女19 ．9％ で男女差はない．　年令別にはO ～9 才が僅か

に低いが，他はほぼ一定である．野菜の購入を3 地 区で

調べ，購入する群では16 ．3％ ， 購入しない群では18 ．1

％の陽性率で大差はないとしており，いづれも今回の成

績と似ている．

以上の2 つ の問題点に関する考察から，鞭虫の感染様



式は一般に蛔虫の場合と同様に，蔓延地区の土壌中の虫

卵が多種多様な方法によって人体に摂取されると考えら

れ，そのうち最も可能性の高いのは野菜を介する感染で

あろう．しかし土壌中の虫卵は農機具，衣服，履物とと

もに家屋内に持込まれ，また風塵とともに広く生活の場

に撒布されていることも否定され ない（森下，　1964）．

従ってその感染が特定の要因によって起ることを証明す

ることはかなり困難で，むしろ汚染環境の全員が均等に

感染の機会をもっと考えた方が，より自然の状態を示す

ことになろう．このことは鞭虫の家族集積性（神田ら，1966

）の点からも想像される．

従って感染阻止の立場からみると，感染阻止の方法と

しては野菜の洗滌による虫郛の除去，手指の清潔，家屋

内の清掃などが挙げられるが日常生活においては実行が

困難である．最も有効な方法は集団駆虫による陽性率の

低下であるが，適当な駆虫剤の普及が困難であるとすれ

ば，現在の段階では屎尿中の虫卵を殺滅して地区の汚染

を防ぐことが最も有効な感染阻止方法であるといえる．5

．無処理地区の鞭虫感染の恒常性

今回は20 ヵ月にわたって 鞭虫陽性率を 追究したが，

無処理地区においては何等の処置も行なってい ない の

で，その推移を把握することは感染阻止の対策をたてる

参考になる．そこでこれを最終的にまとめてみたのが第14

表である．

まづその陽性率の推移をみると，初めの45 ．6　％に対

して最終結果は42 ．6％であって殆んど変らない． 次に

時期別の 陽転率は 第1 期（8 ヵ月間）は28 ．5％ ，第n

期（12 ヵ月）は29 ．3％であって変らない．月平均陽転者

は第1 期が6 ．4名 ，第H 期が6 ．3名で等しい．陰転率は

第1 期33 ．3％，第n 期31 ．9％で殆んど等しく，その月

平均は6 ．3名7 ．2名 で著しい差がない． このような長

期間の観察の結果によってみると，この地区の鞭虫感染

はかなり恒常性を保っていることが明らかとなった．

この点につき松林ら（1957 ）は今回の桧原村に極めて

近い北多摩郡奥多摩町において観察した． 即ち1956 年2

月 に約600 名 を対象に 寄生虫検査を 行ない，　52 ．7％

の鞭虫陽性率を得た．そこで何等の処置も行なわないで10

ヵ月後 ，15ヵ月後に調べたところ52 ∠L％ 　58．3％の

陽性率であったと述べ，同時に，これは今回の無処理地

区と同様，他からの虫卵が持込まれることのない部落で

観察した点を強調している．同様なことは会田（1962 ）に

よっても報告されている．

他の寄生虫，とくに蛔虫は寄生期間が1 年以内といわ

（525 ）

51

れており，集団駆虫の励行によって陽性串は急速に低下

する（小宮，　1959）．しかるに 農村地区における鞭虫陽

性率は依然として高率である（伊藤ら，　1966）．その理由

は，鞭虫の寄生期間が8 年以上であ るこ と（Watson ，1960

）と共に，今回認められたような恒常性（即ち一定

の陰転率とともに，その陽性率を維持するためのほぼ同

率の陽転が起っていること）が他の地区でも認められる

からではないかと想像される．

その原因はいづれにせよ，農村地区における高率な鞭

虫陽性率は公衆衛生上重大な問題であり，その対策とし

ては有効な駆虫剤の開発であると同時に，殺卵剤による

感染阻止も有効な手段であろう．

総　　 括

東京都西多摩郡槍原村において，22ヵ月間毎月1 回 ，

殺卵剤としてサイアベンダソール（濃度10　ppm　以上）を

各戸の屎尿槽に投入し，鞭虫感染阻止効果を調べた．そ

の効果の判定は処理地区と無処理地区の陽転率の比較に

よったが，処理期間を第1 期（10 ヵ月間）と第n 期 （12

ヵ月 間）に分けて観察した．第1 期 では既に野外に撒布

されている虫卵による陽転があるのでその陽転率は参考

にとどめ，第II期 の陽転率をもって効果を判定した．虫

卵の検出はセロファン厚層塗抹標本1 枚 によった．

1 ．検査対象は両地区とも 住民 の83 ～84 ％であ 則

得られた結果は地区全員を代表するものと見倣した．第1

回検査による鞭虫陽性率は 処理地区65 ．0％ ，無処理

地区45 ．6％であり，年令別，性別，畑への 立入り頻度

別との関連は認められない．

2 ．陽転率は第1 期では処理地区38 ．4％　（54 ／141），

無処理地区28 ．5％　（51／179）であって， 初めの 地区陽

性率の影響が認められた．第n 期 には 処理地区12 ．4　％

（28／224），無処理地区29 ．3％　（75／256）であって，処理

地区の陽転率は第1 期 の約1 ／3に低下し，無処理地区の

それにくらべて1 ／2以下であることが認められた．

3 ．自然陰転率を感染阻止効果判定の補助的手段とし

てみると，第1 期は処理地区10 ．3％　（27／262）， 無処理

地区29 ．2％　（44／150）であっ て，初めの陽性率に反比例

している．第H 期には処理地区35 ．3％　（123／344）　，無処

理地区31 ．9％　（86／270）で あって，処理地区では3 倍に

増加した

4 ．陽転者の陽性継続期間が8 ヵ月以上のものは，処

理地区で28 ．0％　（7／25），無処理地区では56 ．9％　（29／51）

であって，処理地区の陽転者は陰転乃至みかけの陰転を
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起す時期が早い．

5 ．疫学的調査により鞭虫感染様式を推定したが，各

戸の野菜の購入，住民の年令，性別，畑への立入りは感

染の要因とは考えられなかった．また陽性者，陽転者は

住民から無作為に選ばれたものであって，鞭虫感染の機

会は均等であることが推定された．

6 ．地区の疫学的条件と殺卵剤による感染阻止の関係

について考察した．

稿を終るに当り， 御指導と御校閲を賜わった寄生虫部

長小宮義孝博士に深く感謝の意を捧げる．また多くの御

助言を戴いた石崎達博士，小林昭夫博士，柳沢十四男博

士に感謝する．現地においては前五日市保健所長大八木

重郎博士， 槍原村村長 清水保寿氏， 住民課長 小泉隆滋

氏，衛生委員各位の協力を得たことを感謝し，終始協同

作業を惜しまれなかった東京寄生虫予防協会矢口勇氏，

槍原村衛生係吉野高明氏に御礼申上げる．なおサイアペ

ンダソーXレの供与をうけた日本メルク万有株式会社，な

らびに同社の菅原郁生，前川義孝，田中正彦の各氏に深

謝する，
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FIELD　TRIALS　OF　THIABENDAZOLE　AS　AN　OVICIDE　IN　THE

CONTROL　OF　HELMINTH　INFECTIONS

II．　EPIDEMIOLOGICAL　ANALYSIS　OF　THE

IN　THE　CONTROL　OF　WHIPWORM　INFECTION

Haruhiko　KUTSUMI
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This　paper　reports　the　protective　efficacy　of　thiabendazole　as　an　ovicide　against　infectionwith　whipworm　in　the　inhabitants　in

　an　area．　The　campagin　started　in　June　1964　and　lastedfor　2　years　in　Hinohara　village　in　the　western　suburbs　of　Tokyo

．　The　inhabitants　are　engagedin　forest　and　vegetable　plantations

．　The　application　of　ovicide 　was　undertaken 　once　per　monthduring　the　period　from　June　1964　to

March　1966　at　the　concentration　of　10　ppm　 （50　ppm　inthe　first　2　months

）．　Newly －infected　cases　were　detected　by　the　fecal　eχamination　with　thick　smearmethod　with　cellophane　under　observations　in　November　1964

，　March，　July　and　November　1965 ，and

March　1966 ．　In　this　instance　masstreatment 　did　not　carried　out．　The　comparability　of　thetwo　areas

，　treated　and　non－treated，　was　achieved　by　the　similarity　in　size　（403　and　329 ）　andstructure

，　containing　the　same　distribution　of　age ，　sex　and　occupation ．　The　results　were　asfollows　

：

1）　Since　the　live　eggs　were　distributed　previously　in　the　field，　the　relatively　high　incidenceoccurred　in　the　l　St　period

　（first　10　months）　；　the　rates　of　newly－infected　cases　were　38．4　％ 　（54 ／141）and

28 ．5％ 　（51 ／179冂n　the　treated　and　non －treated　areas，　respectively．　These　rates　were　influe －need

by　the　level　of　the　incidence　rates　（65 ．0　％ 　and　45．6％）　before　the　treatment。

2）　In　the　2　nd　period　（next　12　months ），　the　rates　of　new　infection　were　12．4％ 　（28／224）and

29 ．3％ 　in　the　treated　and　non－treated　areas，　respectively．　The　decrease　of　the　new　infectionwas　one　thirds　jn　the　treated　area

，　while　the　rate　of　new　infection　unchanged　in　the　non－treatedarea

。

3）　The　negative　conversion　rates　in　the　l　St　period　were　10 ．3％　（27 ／262）　and　29 ．2％ ，

（44 ／150）　respectively，　each　of　which　was　related　inversely　to　the　incidence　rate　before　thetreatment

．　In　the　2　nd　period，　however ，　the　negative　conversion　rates　were　35 ．3％　（123 ／344）and

31 ．9　％ ，　（86／270）　respectively ．　Moreover ，　in　the　treated 　area　72．0　％ 　（18 ／25）　of　the　newlyinfected　cases　turened　to　negative

till　8　months ，　but　43 ．1％ 　（22／51）　in　the　non －treated　area．These

results　observed　in　the　treated　area　might　be　due　to　the　light　infestation　of　the　worm。4

）　No　relation　was　observed　between　the　rate　of　new　infection　and　age ，　sex ，　andworking　condition

of　the　inhabitants　in　both　areas．　This　fact　may　indicate　that　an　oppotunityfor　whipworm　infection　is　uniform　to　all　inhabitants　in　these

　areas．
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